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１ 事業者の概要

〇

２ 温室効果ガスの排出状況等
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第１年度

第２年度

第３年度

2023 年度

2024 年度

2025 年度

排出量等の
増減理由

排出原単位
削減率

温 室 効 果 ガ ス の
排 出 状 況

排出量 2,469 0.6294
削減率

排出量等の
増減理由

引き続きのエコドライブやアイドリングストップの実施に加え、車両保
有台数が減少したことにより、温室効果ガスの排出量が減少しました。

排出量 排出原単位
削減率 削減率

-1.78

排出量等の
増減理由

排出原単位 0.6326
削減率 1.36 削減率

エコドライブの徹底やアイドリングストップの励行、輸送量に応じた適
切な配車等に引き続き取り組んだものの、車両の保有台数が増加したこ
とにより、排出量・原単位共に増加し、目標未達成となりました。

排出量 2,393

2,426 基準原単位 0.6145
温 室 効 果 ガ ス の
削 減 目 標 目標年度 年度2025

非化石エネルギー自動車割合
削減率 1.49 削減率

事業者温室効果ガス削減報告書概要（第二計画期間）   第 2 年度分

事 業 者 の 名 称 第一貨物株式会社
市 内 代 表 事 業 所 の 名 称 第一貨物株式会社 仙台東支店
市内代表事業所の所在地 宮城県仙台市若林区卸町二丁目2番地の6
主 た る 事 業 道路貨物運送業

事 業 者 の 該 当 要 件

条例第2条第5号イに該当する特定事業者
条例第2条第5号ロに該当する特定事業者
条例第2条第5号ハに該当する特定事業者
条例第15条第1項に該当する一般事業者

目標排出量 2,390 目標原単位 0.6053

温 室 効 果 ガ ス
排 出 抑 制 の
た め の 基 本 方 針

 当社は、『社会的秩序の遵守を全てに優先すると共に、その業務が公共の道路を使
用することに鑑み、輸送の安全確保と環境の保全に努力する』ことを環境理念とし、
以下の活動で継続改善を推進します。
【基本方針】
 1．法の遵守を全ての活動の最優先とします。
 2．エコドライブの実践、輸送の効率化、低公害車の導入等の継続的な取組みと共
  に、常に先進的な取組みを通じ、地球温暖化ガスや大気汚染物質の排出を削減
  し、継続的な地球環境の保全活動を推進します。
 3．循環型社会を目指し、5R（リデュース、リユース、リサイクル、リペア、リ
  フュース）活動を積極的に推進します。
 4．環境マネジメントシステムの有効性をはかるため目標を設定し、定期的に評価
  します。
 5．環境教育や啓発活動を通じ、従業員及び協力会社に本方針を周知するとともに
  広く社会に環境情報を開示します。

基準年度 基準排出量

（運送事業者用）
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３ 温室効果ガスの排出抑制に関する取組
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燃費向上のための装置等の計画的導入 実施済

エコドライブの管理

LED照明・エコライトの導入 実施済

ペットボトル再生繊維を使用した社服を導入 実施済

森林の保全・緑化の推進 植林活動の実施（山形県東村山郡山辺町） 実施済

実施済

効率的な自動車運用のためのシステム導入 実施済

実施済

そ の 他 の 対 策 の
実 施 状 況

項目 具体的な取組内容 実施状況

環境マネジメントシステム
の導入

グリーン経営認証の継続
（初回登録日:2007年10月19日）

実施済

選 択 対 策 の 実 施 状 況

項目 実施状況

環境性能の良い車両の計画的導入 実施済

事業者連携による効率的な輸送推進 実施済

モーダルシフトの推進 実施済

空調設定温度の管理

その他地球温暖化を防止す
る対策の実施

廃棄物削減対策の実施

基 本 対 策 の 実 施 状 況

基準年度

第１年度
実施状況の

説明等

6エコドライブ実践については、社内の推進
項目15ヶ条を実践し、
教育・指導を行っている。

第２年度
実施状況の

説明等

引き続き年4回（6・9・12・3月）エコドラ
イブ運動を実施し、環境に配慮した運転の推
進を行っている。

第３年度
実施状況の

説明等

目標年度

（運送事業者用）


